
基本目標を達成するための４つの施策（鍵）

１．計画策定の経緯について

 本市では、平成元年度のパーソントリップ調査や平成14〜15年度の総合都市交通体系調査に基づき、平
成15年度に「いわき都市圏のあすの都市交通（現⾏都市交通マスタープラン）」を策定

➥ 各種基盤整備を進めるとともに、時差出勤等のTDM施策や各地区公共交通施策に関する社会実験を
実施

 平成20年度には「都市計画道路網再編計画」、平成24年度には「生活交通ビジョン」を策定

➥ ⻑期未着⼿の都市計画道路の⾒直しや公共交通ネットワークを確保するための基本的施策を設定

目指すべき将来の都市交通の姿を新たに描き、
効率的・重点的で実効性のある計画が必要︕

市⺠生活や産業・経済活動などの都市活動に大きな影響を与える
とともに、都市の発展の根幹をなす重要な施策の一つ

（都市交通施策）

 事業の進捗や⾒直し、急速な人口減少や超高齢社会の到来、厳しい財政状況、環境問題への対応、
災害時への備えなど、本市を取り巻く環境は大きく変化

 このような背景を捉え、令和元年10月には「第二次都市計画マスタープラン」と「⽴地適正化計
画」を策定し、持続可能な都市づくりを図るネットワーク型コンパクトシティの形成を推進

（都市交通施策）

① 再生・活力：都市の再生・活力を生み都市交通

② 安全・安心：生活の安全・安心を生み出す都市交通

③ 環境：環境にやさしい都市交通

２．策定する各計画の概要について

第二次いわき市都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ
〔都市計画の基本的な方針〕

計画期間︓2020d〜概ね20年先

都市交通マスタープラン
計画期間︓2021d〜概ね20年（目標年次は中期10年）

都市・地域総合交通戦略

〔交通施策の基本的な方針〕

概ね5〜10年の短期・中期を期間に、都市交通マ
スタープランの実現のための戦略目標を掲げ、必
要となる施策パッケージと、個別施策事業のほか、
スケジュール、事業主体等を定める計画。

交通実態の分析や将来交通量予測を⾏い、⻑期的
な視点から都市圏全体（本市は市域全域）の道路
や公共交通などの都市交通部門における施策の方
向性を示す計画。

計画期間︓2021d〜概ね5-10年（⻑期的視点をもって）

いわき市⽴地適正化計画
〔居住や都市機能の配置の適正化計画〕

計画期間︓2020d〜概ね20年先

ネットワーク型コンパクトシティの形成を目指し、
居住機能や医療・福祉・商業等の都市機能を誘導
する区域や誘導施策を定めた計画。

〔都市交通MPのｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ〕

地域公共交通計画
〔地域交通のデザイン〕

計画期間︓2021d〜概ね5年（中⻑期的視点をもって）

持続可能な地域旅客運送サービスの提供を確保す
ることを目的に、地域にとって望ましい地域旅客
運送サービスの姿を明らかにし、目標を掲げて、
必要となる施策とスケジュール、事業主体等を定
める計画。

⻑期的な視点に⽴った都市づくりの目標や市街地
像、その実現に向けた施策の方向性を示した計画。

ｺﾝﾊﾟｸﾄなまちづくりと交通ﾈｯﾄﾜｰｸの形成の具
体的な取組み ※各計画間で整合及び連携施策の実施

Ｒ1.10策定 Ｒ1.10策定
整合

整合

整合

＜対象の交通モード＞
⾃動⾞
⾃転⾞
徒歩

公共交通
ｶｰｼｪｱ,ｼｪｱｻｲｸﾙ

自
転
歩

公
シ

自 転
歩 公

シ

自 転
歩 公

シ

歩 公 シR2〜３年度で策定する
交通施策に関する３つの計画

Ｒ２〜３
都市交通マスタープランの⾒直し、
地域公共交通計画及び
都市・地域総合交通戦略の策定へ

 第⼆次都市計画マスタープランとの整合や⽴地適正化計画との連携を図りながら、道路・公共交通等
の交通施策に関する計画を一体的に策定

基

本

目

標

道路網マスタープラン

都市計画道路網再編計画図 公共交通ネットワークイメージ

いわき都市圏総合都市交通推進協議会（R2〜）

令和元年10月に策定した「第⼆次いわき市都市計画マス
タープラン」及びいわき市⽴地適正化計画に示す将来目
指すべき都市構造の実現に向けた総合的な交通施策を推
進するため、「都市交通マスタープラン」「都市・地域
総合交通戦略」「地域公共交通計画」の策定及び交通施
策の実施に関する協議・調整を⾏う。

設置法︓地域公共交通活性化再生法第６条第１項（法定協議会）
道路運送法施⾏規則第９条の２（地域公共交通会議）

Ｐｌａｎ[計画]

計画の策定・変更

Ｄｏ[実行]

施策の実施

Ｃｈｅｃｋ[評価]

評価・検証

Ａｃｔｉｏｎ[改善]

見直し・改善

＜検討事項＞主に都市交通ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ、都市・地域総合交通戦略を担当
⑴ 道路交通の課題について
⑵ 将来道路網ネットワークについて
⑶ 各種道路交通施策の方向性について

⑷ 目標の設定について
⑸ 各種道路交通施策について
⑹ その他上記に関連する事項について

＜検討事項＞主に地域公共交通計画を担当 ※他計画の公共交通部門も担当
⑴ 地域公共交通の課題について
⑵ 地域公共交通施策の方向性について
⑶ 将来公共交通ネットワークについて

⑷ 目標の設定について
⑸ 実施施策について
⑹ その他上記に関連する事項について

道路交通検討幹事会
（R2〜計画策定）

公共交通検討幹事会
（R2〜計画策定）

○○○○幹事会

（具
体
的
な
調
査
・検
討
・実
施
）

 各会議体を一本化し、交通施策に関する計画の策定及び施策の実施並びに進⾏管理を一体的に⾏う
「いわき都市圏総合都市交通推進協議会」を設置（R2.9.29第1回会議） ※計画策定後においても毎年開催

 計画策定にあたっては、詳細な調査・検討が必要となるため、協議会の下に「道路交通検討幹事
会」「公共交通検討幹事会」を設置（R3.2.9、R3.2.12第１回会議） ※その他必要に応じて設置を検討

３．計画（施策）を推進する体制の確⽴について

※必要に応じて、施策を実施する幹事会などを設置
1

［概要説明資料］第１回道路交通検討幹事会・第１回公共交通検討幹事会における検討状況について（幹事会後の意⾒照会等を反映） 参考資料１



鉄道
路線バス
高速バス
タクシー
その他

※
※

※
※

※

※

グラフ④ 交通まちづくりを推進する上での公共交通の改善要望

【目指すべき大きな方向性】
 まちづくり
 ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨの実現

 道路交通
 ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ実現に向けた

交通軸の形成

 公共交通
 どこでも誰でも移動しやすく

持続的な移動環境
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グラフ① 年齢別にみる移動目的

❀ 移動特性など

4-1．いわき都市圏の現状・特性と課題等の整理
４．これまでの検討内容（1/3）

交流・活⼒・楽しい
人々が集い活動を育む交通体系の構築➊

快適・便利
誰もが気軽に移動できる交通体系の構築➋

4-2．都市交通の目標（案）の検討

まちづくりと連携した交通体系の構築による
ネットワーク型コンパクトシティIwakiの実現

持続可能性
持続可能な交通体系の構築

⑴ 主要拠点をつなぐ交通ネットワークの強化
⑵ 主要拠点と地区拠点をつなぐ交通ネットワークの構築
⑶ 市街地における賑わいと憩いを生む交通環境の整備

⑴ 移動の円滑化に向けた道路環境の整備
⑵ 選ばれる移動⼿段として公共交通の利便性の向上
⑶ すべての人にやさしい交通環境の整備強化
⑷ ICT等の先進技術を活用した交通システムの構築

⑴ 環境負荷の低減に資する交通環境の構築
⑵ ⾏政負担の適正化に資する交通網の構築
⑶ 効果的・重点的な道路網の構築
⑷ 市⺠・⾏政・交通事業者等の連携に向けた体制強化

◆基本方針（案）

➍

安全・安心
市⺠の⽇常生活を⽀える交通体系の構築

⑴ 安心して生活できる交通環境の整備
⑵ 交通事故の減少につながる交通環境の整備
⑶ 災害等の緊急時に対応した交通環境の確保

❸

◆基本目標（案）

いわき市の多様な都市活動と交流を⽀え、住みやすさ
を⽀える安全・安心で持続可能な交通ネットワークの
形成を目指します。

⇒ 今後は、目標達成に必要となる道路・公共交通に関する具体的な施策を検討

※ この基本目標（案）と基本方針（案）は都市交通マスタープランのもの
地域公共交通計画においては、より公共交通に特化した目標を今後検討

❀ 公共交通の現状❀ 市内幹線道路の速度状況（R2.11 平⽇昼12時間平均）

主要渋滞箇所

～20km/h

20km/h～30km/h

30km/h～40km/h

40km/h～

○公共交通の維持に向けては、効果的な利用促進策の展開が必要
○公共交通に対する⾏政コストのあり方や、どのような基準でサービ

スを設定するのかといった考え方の整理が必要
○持続性の⾼いバス路線ネットワーク構築の取り組みが必要
○With/afterコロナへの対応が必要 など

○道路改良等の推進（付加⾞線やバスベイ型停留所、バス優先レー
ン等の整備）やモビリティマネジメントの強化が必要

○渋滞箇所や幹線道路上における事故対策が必要
○免許返納の促進とあわせた公共交通施策の展開が必要 など

（今後の課題） （今後の課題）

○鉄道はJR常磐線、JR磐越東線が運⾏
○タクシーの事業所は、市街化区域内に集中して⽴地
○路線バスは国道6号及び主要地方道小名浜平線を中心に運⾏
○路線バスの収⽀率は65％
○公共交通維持等に対しては⾏政が一定の負担
○利用者の減少が続くと⾏政負担の増加や路線の減便・廃⽌が懸念
○新型コロナの影響により公共交通利用の減少は加速

○市内には、南北に国道6号、東⻄に国道49号等の幹線道路ネット
ワークが形成され、移動には自動⾞利用が便利

○市街地においては慢性的に渋滞が発生
○市内の交通事故発生件数は減少傾向だが、自動⾞交通事故の⾼齢

者の割合が増加
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（件） 交通事故発生状況

48.6%

39.0%

61.9%

29.9%

49.5%

57.1%

37.5%

56.9%

1.9%

3.9%

0.6%

13.2%
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鉄道

路線バス

高速バス

タクシー

減った 変化なし 増えた

n=216

n=154

n=176

n=174

コロナ影響による利⽤頻度

徒歩

6.7%
自転車
3.5%

二輪車
0.6%

自動車
84.7%

バス
3.8%

鉄道
0.7%

徒歩 自転車 二輪車 自動車

（n=4,049）

交通⼿段分担率

7.1%

36.4%

56.3%

26.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

移動手段がなく出かけたいけど出かけていない

外出自体おっくうに感じている

外出したいと思う目的（施設や催し）が少ない

ネットなどの通販等で用事を済ますことが多い

n=944
↓ 移動⼿段がなく外出機会を損失︓免許なし⼜は返納した高齢の⼥性の方が多い

グラフ② 私⽤目的の外出状況

↓ 「楽しいおでかけ」がないことで外出機会を喪失

高齢になるほど買い物、医療の割合
が高く、その他私⽤の移動も多い

人口減少・少子⾼齢化への対応

広域交通へのアクセス性の強化

厳しい財政状況への対応

環境・エネルギーへの対応

頻発・激甚化する自然災害
への対応

ICT進展への対応
など

外国人等への対応

社会経済情勢等からみる課題

災害に強い道路整備・維持管理

慢性的な渋滞への対応

持続可能な
公共交通ネットワークの構築

地域公共交通の充実

自転⾞利用環境の推進

外出したいと思えるまちづくり
の推進

公共交通に対する意識の向上

道路・公共交通環境等からみる課題

など

46.7%

56.0%

58.8%

49.0%

37.2%

25.5%

37.4%

42.0%

38.2%

36.0%

43.1%

47.4%

48.6%
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11.3%

5.8%

5.2%

8.0%

15.4%

25.9%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

渋滞がなく円滑に走れる道路の整備（n=1,244）

交通事故を少なくするための対策（n=1,249）

災害に強く、防災にも役立つ道路の整備（n=1,257）

安全で快適な自転車・歩行者空間の整備（n=1,252）

利便性の高い鉄道・バスなど公共交通の充実（n=1,245）

新たなモビリティ活用による公共交通の創出（n=1,200）

排気ガスや騒音の軽減など環境にやさしい対策(n=1,234）

非常に重要 重要 それほどでもない

※具体的な時間帯や場所については、今後集計予定

グラフ③ 交通まちづくりの目標として重視すべき事項

↓ネットワークの基盤である「道路」の改善などに対する意識が高い 路線バスに関する
改善要望が多い

2

タクシーでは
配⾞に関する
改善要望が多い

*路線バスは、⾼速バスを除く一般路線バスを指します。



基幹バス
支線バス
鉄道
地域内交通

都心拠点
広域拠点
地区拠点
地域生活拠点

三和、田人地区において、住⺠組織が主
体となり運営する住⺠ボランティア輸送
を実施。

利⽤者や利⽤目的、⾏先等に限定があり、
⾃由度が低いほか、住⺠ドライバー確保
の⾯で持続性に不安。

■住⺠ボランティア輸送の現状

⇒安定した事業の実施に向け、有償化など
運⾏形態の変更の検討が必要

⇒路線バス、ボランティア輸送に加え、ス
クールバスが運⾏している地区もあり、
効率的で適正な輸送⼿段の検証が必要

⇒中山間地域は、従来の公共交通サービス
ではカバーしきれない地区である一方、
生活利便施設を他地区に頼らざるを得な
いため、⽇常生活を⽀える交通サービス
の確⽴が必要

⇒公共交通を最大限活⽤しつつ、移動⼿段
の確保及び輸送の強化に向けて、その他
輸送資源の有効な活用方策を検討

市内大規模⼩売店舗や医療機関、ホテル、
福祉施設等の179施設中、約7割の施設が
何らかの輸送サービスを実施している。

■⺠間施設の輸送サービスの現状

路線バスの利⽤は年々減少傾向。
朝６〜8時台、夕方15〜18時台で全体の

7割を占める。
中山間地域や沿岸域などには、⻑大なバ

ス路線が形成。
中山間地域の一部には、路線バスの運⾏

がない地域もある。
輸送量が多く赤字が27系統、輸送量が⼩

さく赤字が55系統。
⾏政からの補助額は1.6億円
コロナ後は、特に高速バスの利⽤者が大

幅に減少。

3035

3050

3060

3070

3095

31103150

3180

3250

3260

3280

3330

3380

3390

3400

3450

3490

3503

3510

3520

3540

3550

3560

3570

3590

3601

3611

3620

3640

3650

3660

3670

3681

3690

3713

3720

3730

3740

3750

3760

3790

3951

39613971

4040

41204130

4180

4191

4201

4211

4240

4250

4260

4270

4281

4291

4330

4340

4350

4360

4371

4380

4400

4450

4460

4470

4480

4491

4501

4550

4580

4611

4620

4630

4640

4650 4670

4680

4740

4760

4770

4780

4831

4850

4861

4870

4880

4931

4952

4953

5020

5051
5060 5080

5110

5120

5150

5160

5240

5250

5540

5580

5650

5660
5670

5760

5770

5790

5805

5825

5840

5851

5870

5880

5890

5900

5910

5921

5930

5940

5950

7030

7040

7081

0.0%

50.0%

100.0%

150.0%

200.0%

250.0%

300.0%

350.0%

400.0%

0.0 15.0 30.0 45.0 60.0 75.0

収
支
率

輸送量

特に検証が必要な系統
赤字 補助路線

④輸送量多・収⼊高
⇒18系統

①輸送量多・収⼊低
⇒27系統

②輸送量少・収⼊低
⇒55系統

③輸送量少・収⼊高
⇒25系統
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⇒市⺠に選ばれる公共交通機関としての路
線バスの強みの発現・増進

⇒輸送量が多いが⾚字の系統は、運⾏・利
⽤状況を検証し、収支率の改善を目指し
た運⾏時間や系統の再編等の検討が必要

⇒輸送量が小さく⾚字の系統は、⾞両のダ
ウンサイズ化や、他の輸送⼿段の検討が
必要

⇒バス同士又は他の輸送⼿段との乗継基地
（ハブ機能）を明確化し待合環境を確保
するとともに、乗継運賃などの検討が必
要。

⇒with/afterコロナへの対応が必要。

■バスの現状

■骨格公共交通の強化
・都心拠点などの主要な拠点間を結ぶ、基幹バ

ス、鉄道により骨格公共交通網を形成
・利便性と輸送量の確保、多様なニーズに対応

した移動⼿段を提供

■交通結節点の明確化
・主要鉄道駅の交通ターミナルのほか、各地域

に乗換環境のある交通結節点を配置

■地域公共交通の確⽴
・主要な拠点と、主に地域生活拠点を結ぶ⽀線

バスやタクシー、その他の生活交通サービス
による地域交通結節点までの交通網を形成

＜今後の課題＞

＜今後の課題＞

鉄道の1⽇の平均乗⾞人員は、いわき駅（5,690人）、泉
駅（2,335人）、湯本駅（1,915人）、植田駅（1,831
人）の順に多い。

乗⾞人員は、近年では年々減少傾向。
コロナ後は、利⽤者数が大きく減少。

⇒今後の人口減少社会における鉄道駅の中心拠点（乗継拠
点）として役割りについて再認識が必要。

⇒路線バス等とのシームレスな乗継など、鉄道の利⽤促進策
が必要。

⇒with/afterコロナへの対応が必要。

＜今後の課題＞

タクシー事業所は、主に市街地部に集中して⽴地。
中山間地域における地域内移動でのタクシー利⽤は、現⾏

のタクシー料⾦（迎⾞料⾦無し）では困難。
利⽤者数は減少傾向。特にコロナ後は、飲食店の時短要請

等により激減。

⇒利用しやすい料⾦設定（定額料⾦制）の検討が必要
⇒中山間地域におけるタクシーの運⾏方法など新しい交通シ

ステムの検討が必要。
⇒with/afterコロナへの対応が必要。

■タクシーの現状

＜今後の課題＞

✤ 公共交通に対する⾏政コストのあり方
や、どのような基準でサービスを設定
するのかといった考え方を整理

✤ 課題解決を図る取組みを、交通事業者
と共創のもと、具体的に検討・実施

公共交通ネットワーク方針（案）

《 公共交通ネットワークの基本的な考え方 》

地域にとって望ましい
地域旅客運送サービスの姿の実現

路線バスのバス停区間別便数

住⺠ボランティア輸送とその他輸送

50.6%

27.4%

4.8%

5.4%

11.8%

保有台数（合計314台）

4〜5人乗り 6〜9人乗り
10人乗り 10人以上乗り
その他

その他輸送の保有⾞両数（314台）

4-3．公共交通ネットワーク方針（案）の検討
■鉄道の現状

４．これまでの検討内容（2/3）

3*路線バスは、⾼速バスを除く一般路線バスを指します。



【凡例】
■ 5,000台未満
■ 5,000台以上
■ 10,000台以上
■ 15,000台以上
■ 20,000台以上

【凡例】
：市街化区域

現況⾃動⾞交通量_R2.11（暫定版）

■現況自動車交通量の算定

4-4．現況自動⾞交通量の算定と道路整備の視点（案）の検討
４．これまでの検討内容（3/3）

車両感知器により計測された交通量を使用。
※出典：（財）日本道路交通情報センター

匿名化されたスマホアプリユー

ザーの位置情報から人単位で流動

分析。

移動速度から車と人を区別し、最も

近い道路区間に交通量を配分。

車両感知器（常設） ：78断面

AIカメラ交通量調査 ：7地点14断面

車両感知器未設置エリアを補完するため、
AIカメラ交通量調査を実施。

特定断面の実測断面交通量交通の分布状況

県道26号小名浜平線での計測状況

AIカメラ

市内全域のネットワーク自動車交通量を把握

⇒R3dに将来交通量を推計。将来道路ネットワークのあり方の検討し、
未整備の都市計画道路も含めて各路線の優先度評価を実施

⇒今回検討の道路整備の視点や公共交通ネットワーク方針のほか、市
街地再生整備等のまちづくりの動向やICT等技術の進展等を踏まえ、
５〜10年間で実施すべき道路⾏政の⾯からの戦略を検討 ５．スケジュール（案）

■急速な人口減少・⾼齢化への対応
・集約型の都市構造を接続する幹線道路網や都市計画道路の着実な整備

■頻発・激甚化する自然災害への対応
・緊急輸送道路、重要物流道路の確保、電線共同溝の整備等、国⼟強靭化

の推進
■暮らしの安全・安心の確保、快適な道路空間の確保

・高齢者事故や歩⾏者等の交通安全対策の推進
・道路改良やTDM等のｿﾌﾄ施策の強化による渋滞緩和対策の推進
・まちづくりと連携した、環境にもやさしく歩きやすい道路空間の整備
・⾃動運転等、ICTの次世代技術の進展に伴う新たな道路の役割への対応

■道路インフラの⽼朽化、維持管理費の増加に対する対応
・ライフサイクルコストを考慮した施設の⻑寿命化
・優先度の設定による効率的な道路の維持管理の実施
・低炭素化に配慮した道路整備の推進による環境負荷の低減

■地域の活⼒向上へ向けた対応
・⼩名浜港と常磐道を連携する道路や中通りを結ぶ東⻄連携軸、相双地域

を結ぶ南北連携軸の機能強化
・主要観光地へのアクセス道路や中山間地域を相互に結ぶ広域観光ルート

の形成
・拠点交通ターミナルへのアクセス道路整備による魅⼒ある生活圏の形成

今後の道路整備の視点（案） ■参考
「2040年、道路の景色が変わる」（国土交通省資料）

4

 100年に一度のモビリティ革命と言われる
時代にある。人・モノ・サービスの移動の
効率性、安全性、環境性、快適性等を極限
まで高めた道路に「進化」するチャンスを
迎えているといえよう。

 私たちの「幸せ」には、他者との「交流」
が重要な意味を持つ。道路を人々が滞在し
交流できる空間に「回帰」させることも求
められているのではないか。


